
（平成２４年５月２３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 26 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 20 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 4 件



                      

  

埼玉国民年金 事案 4891 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年７月から 38 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

申立期間について、Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所）の職員から「国民

年金保険料を遡ってまとめて納付すれば、年金受給時に国民年金を満額

受給できる。」と勧められて国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料を遡ってまとめて納付したにもかかわらず、当該期間の保

険料が未納となっていることに納得できないので、調査の上、記録の訂

正をしてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、Ａ町役場の職員の勧めで国民年金の加入手続を行い、昭和

36 年４月に遡って国民年金保険料をまとめて現金で納付したと主張し

ているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の

被保険者の資格取得時期から、39 年９月頃に払い出されたと推認され、

その時点では申立期間のうち、37 年７月から 38 年３月までは保険料を

納付することができる期間である。 

また、申立人に係る国民年金被保険者名簿によれば、昭和 38 年度の

国民年金保険料を過年度納付していることが確認できることから、国民

年金の加入手続を行ったと推認される 39 年９月時点で、37 年度保険料

のうち、納付することができる同年７月から 38 年３月までの保険料を

過年度納付した可能性を否定できない上、９か月間と短期間である当該

期間の保険料を納付することができなかった特段の事情は見当たらない。

さらに、申立人は、申立期間以外に国民年金保険料の未納は無いこと

から、保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

 



                      

  

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年６月までの期間につ

いて、申立人は遡ってまとめて国民年金保険料を納付したと主張してい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号は上記のとおり 39 年９月頃に払

い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により保険料を

納付することができない期間である上、当委員会においてオンラインの

氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 37 年７月から 38 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4892 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年７月から 38 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

申立期間について、Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所）の職員から「国民

年金保険料を遡ってまとめて納付すれば、年金受給時に国民年金を満額

受給できる。」と勧められて、国民年金の加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を遡ってまとめて納付したにもかかわらず、当該期間の

保険料が未納となっていることに納得できないので、調査の上、記録の

訂正をしてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、Ａ町役場の職員の勧めで国民年金の加入手続を行い、昭和

36 年４月に遡って国民年金保険料をまとめて現金で納付したと主張し

ているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の

被保険者の資格取得時期から、39 年９月頃払い出されたと推認され、

その時点では申立期間のうち、37 年７月から 38 年３月までは保険料を

納付することができる期間である。 

また、申立人に係る国民年金被保険者名簿によれば、昭和 38 年度の

国民年金保険料を過年度納付していることが確認できることから、国民

年金の加入手続を行ったと推認される 39 年９月時点で、37 年度保険料

のうち、納付することができる同年７月から 38 年３月までの保険料を

過年度納付した可能性を否定できない上、９か月間と短期間である当該

期間の保険料を納付することができなかった特段の事情は見当たらない

さらに、申立人は、申立期間以外に未納は無いことから、保険料の納

付意識は高かったものと考えられる。 

。 



                      

  

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 37 年６月までの期間につ

いて、申立人は遡ってまとめて国民年金保険料を納付したと主張してい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号は上記のとおり 39 年９月頃に払

い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により保険料を

納付することができない期間である上、当委員会においてオンラインの

氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 37 年７月から 38 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4893 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年７月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年２月から 52 年３月まで 

私は、20 歳となった昭和 49 年＊月頃に、母がＡ区役所において国民

年金の加入手続を行ってくれた。また、当時、私が大学生だったために、

社会人になるまでの期間の国民年金保険料を母が納付してくれていたは

ずである。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、20 歳となった昭和 49 年＊月頃に、その母がＡ区役所にお

いて国民年金の加入手続を行い、当時、申立人が大学生だったために、

社会人になるまでの期間の国民年金保険料をその母が納付してくれてい

たはずであるとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当

該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、52 年８月頃に払い出

されたと推認され、その時点では、申立期間のうち、50 年７月から 52

年３月まで（21 か月）は、遡って保険料を納付することができる期間

である。 

また、申立人の国民年金保険料の納付を行ったとするその母は、オン

ライン記録によると、昭和 47 年６月に国民年金に任意加入した以降、

国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付しており、51 年１月か

ら付加年金保険料も納付していることから、納付意識は高かったものと

考えられる上、その母は、「社会人になるまでの期間の保険料を遡って

納付していた。」と供述していることから、その母が、申立人の国民年

金手帳記号番号が払い出されたと推認される 52 年８月時点で、申立人



                      

  

の申立期間のうち、50 年７月から 52 年３月までの国民年金保険料を遡

って納付した可能性は否定できず、21 か月間と比較的短期間である当

該期間の保険料を遡って納付することができなかった特段の事情も見当

たらない。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 49 年２月から 50 年６月まで（17 か

月）について、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記１のとおり 52

年８月頃に払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効に

より国民年金保険料を納付することができない期間である上、当委員会

においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて、総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

うち、昭和 50 年７月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4894 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年４月から同年６月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年 11 月から 56 年６月まで 

  私は、母から、空白になっている申立期間の国民年金保険料をＡ区役

所の年金課窓口で一括納付したということを聞いているので、申立期間

を保険料納付済期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 56 年４月から同年６月までについて、申立人

は、その母から、空白になっている申立期間の国民年金保険料をＡ区役

所の年金課の窓口で一括納付したということを聞いているとしている。

これについて、Ａ区役所では、当時窓口に過年度納付書が備え付けられ

ていたか否かは不明としているものの、過年度納付の申出があった場合

には、Ｂ機関や社会保険事務所（当時）へ依頼し、納付書を送っていた

としている上、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の

被保険者の資格取得時期から、58 年７月頃に払い出されたと推認され

その時点では、申立期間のうち 56 年４月から同年６月までの期間は遡

って保険料を納付することが可能な期間である。 

  また、オンライン記録及びＡ区の年度別納付状況リストには、昭和

56 年７月から 57 年３月までの保険料についての納付日の記載は無いが

前述のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号が 58 年７月頃に払い出

されたと推認されることから、国民年金の加入手続を行った時点で、そ

の母が当該期間の国民年金保険料を過年度納付した可能性を否定できな

い上、３か月と短期間である 56 年４月から同年６月までの保険料を納

付できなかった特段の事情は見当たらない。 

、

、



                      

  

 

２ 一方、申立期間のうち昭和 46 年 11 月から 56 年３月までの期間につ

いて、申立人は、前記１と同様に、その母が一括納付したとしている。

しかしながら、その母から、申立人の国民年金の加入手続及びその時期、

申立期間に係る国民年金保険料の納付金額等について具体的な証言は得

られず、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与し

ていないことから、これらの状況が不明である。 

  また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前記１のとおり昭和 58 年

７月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間のうち 46

年 11 月から 56 年３月までについては時効により国民年金保険料を納付

することができない期間である上、オンラインの氏名検索等により調査

したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当

たらない。 

  さらに、国民年金制度では、原則として、時効により２年を超えて国

民年金保険料を納付することはできず、２年を超えて納付できるのは、

「昭和 45 年７月から 47 年６月までの期間」、「昭和 49 年１月から 50

年 12 月までの期間」及び「昭和 53 年７月から 55 年６月までの期間」

において３回にわたって行われた特例納付期間のみであるが、申立人の

国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される 58 年７月頃は、当

該納付期間に該当しない。 

  加えて、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 56 年４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4896 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年４月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から 62 年３月まで 

  私は、Ａ組合の被保険者資格を喪失した昭和 60 年４月に国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を納付している。１年間も滞ることな

く納付しているので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 60 年４月に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付していたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、

当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、同年同月頃に払い出さ

れたと推認され、申立期間は国民年金保険料を納付することが可能な期間

である。 

 また、申立人は、国民年金被保険者資格を取得した昭和 60 年４月から

現在まで、申立期間の前後を含め、申立期間以外の期間に国民年金保険料

の未納は無いことから、申立人の納付意識は高かったものと考えられる上、

申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人が当該期間の保険料を納付す

ることができなかった特段の事情は見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

  

  



                      

  

埼玉国民年金 事案 4901 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年６月から 58 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年６月から 58 年１月まで 

  私は 20 歳になった頃に、Ａ市役所に行って国民年金の加入手続をし

た。申立期間の国民年金保険料は、勤務先の前にあるＢ銀行か近くの郵
き

便局で納付した記憶がある。几帳面な性格なので、きちんと手続をし、

きちんと納付した記憶しかない。申立期間の保険料が未納になっている

ことに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、20 歳になった頃に、Ａ市役所で国民年

金の加入の手続を行い、勤務先の前にあるＢ銀行か近くの郵便局で納付し

ていたとしているところ、申立人の年金手帳記号番号は、当該記号番号前

後の被保険者の資格取得時期から、昭和 58 年１月頃払い出されたと推認

され、このことからすると申立期間は保険料を現年度納付することができ

る期間である。 

また、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について、国民年金

保険料は全て納付済みである。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間直後の昭和 58 年２月から

59 年３月までについて、58 年２月及び同年３月は 59 年９月 27 日に、58

年４月から 59 年３月までは平成 22 年 11 月 25 日に納付記録が追加変更さ

れており、当該記録はＡ市の国民年金被保険者名簿に基づき訂正されたと

考えられ、これに近接する申立期間の納付記録にも誤りがある可能性が高

いと考えられる。 



                      

  

加えて、申立人が、８か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6912 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株

式会社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 44 年６月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額の記録を３万 3,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年５月１日から同年６月１日まで 

 昭和 44 年４月１日にＡ株式会社に入社し、申立期間には、同社本社

から同社Ｃ工場に転勤したが、勤務は継続しており、給与から厚生年

金保険料が控除されていた。調査の上、記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が提出した従業員台帳（発令情報）及び雇用保険の加入記録によ

り、申立人はＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 44 年６月１日に同社本

社から同社Ｃ工場へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 44 年４月のオンライン記録から、３万 3,000 円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、事業主が保管している申立人に係

る健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書における資格喪失日

は、昭和 44 年５月１日となっていることから、事業主が同日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年

５月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

埼玉厚生年金 事案 6913 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平

成 17 年１月から同年４月までの期間、同年６月及び同年７月を 38 万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月１日から 17 年８月１日まで 

  ねんきん定期便によると、株式会社Ａにおける申立期間に係る標準報

酬月額は 36 万円となっているが、給料明細書から控除された厚生年金

保険料の控除額は、38 万円の標準報酬月額に対応した金額と思われる

ので、申立期間の標準報酬月額の記録を調査し訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出された給料明細書

（平成 16 年 12 月から 17 年８月まで）及び当該事業所が提出した給料台

帳（同一期間）によると、申立人は、申立期間のうち、平成 17 年１月か

ら同年４月までの期間、同年６月及び同年７月において、オンライン記録

の標準報酬月額（36 万円）に見合う厚生年金保険料額より高額の厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

  



                      

  

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人から提出

された給料明細書及び事業主から提出された給料台帳において確認できる

厚生年金保険料控除額及び報酬月額から判断すると、申立期間のうち、平

成 17 年１月から同年４月までの期間、同年６月及び同年７月の標準報酬

月額の記録を 38 万円に訂正することが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成 16 年 12 月及び 17 年５月に係る標準報酬

月額については、申立人が提出した給料明細書及び当該事業所が提出した

給料台帳を基に算定した標準報酬月額（36 万円）とオンライン記録上の

標準報酬月額を比較したところ、両者が一致しており、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額のいずれか低い方の額が、オンライン記録における標準報酬

月額を超えないことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

なお、申立人の申立期間のうち、平成 17 年１月から同年４月までの期

間、同年６月及び同年７月に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は申立てどおりの届出を行い、保険料を納付し

たと回答しているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給料明細書及び給料台帳で確認できる厚生年金保険料控除額に見

合う報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6914 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 42 年４月１日に、Ｂ株式会社における資格取得日に

係る記録を同年４月１日に訂正し、同年３月の標準報酬月額の記録を３万

9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年３月 21 日から同年４月 11 日まで 

死亡した夫の年金記録を確認したところ、申立期間が厚生年金保険被

保険者期間となっていないことが分かった。昭和 42 年４月にＡ株式会

社の経理課からグループ企業のＢ株式会社に転勤となった。夫は 38 年

にＡ株式会社に入社してから 63 年に退社するまで継続して勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主の回答及び申立人の元上司の供述から判断すると、申立人はＡ株

式会社に継続して勤務し（Ａ株式会社からＢ株式会社に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、異動日については、前述の元上司は、「人事発令は昭和 42 年３

月 21 日であったと思うが、Ａ株式会社での後任への引継ぎ（１週間程

度）後、Ｂ株式会社に赴任した。」旨の供述をしている上、申立人の妻は

「転勤したのは４月だったと思う。」と供述していること、Ｂ株式会社に

おける雇用保険被保険者記録の資格取得日が昭和 42 年４月１日となって

、



                      

  

いることから、Ａ株式会社に係る資格喪失日及びＢ株式会社に係る資格取

得日は、同年４月１日とすることが妥当である。 

また、昭和 42 年３月の標準報酬月額は、Ａ株式会社に係る事業所別被

保険者名簿の記録から、３万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

オンライン記録におけるＡ株式会社の資格喪失日が雇用保険の記録におけ

る離職日の翌日と同日になっており、公共職業安定所及び社会保険事務所

（当時）の双方が誤って同じ資格喪失日と記録したとは考え難いことから、

事業主が、昭和 42 年３月 21 日を資格喪失日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年３月の厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）､事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6919 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については５万円、申立期間②については 20 万円、

申立期間③については 10 万円、申立期間④については 20 万円及び申立期

間⑤については 10 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 31 日 

② 平成 19 年９月 28 日 

③ 平成 20 年７月 25 日 

④ 平成 20 年９月 25 日 

⑤ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、申立期間①、③、④及び⑤については、株式会社Ａの

事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対する所得税源泉徴

収簿、賞与支給控除一覧表及び賞与支給明細書により、申立人は、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間に係る標準賞与額について、申立期間①につ



                      

  

いては５万円、申立期間③については 10 万円、申立期間④については 20

万円、申立期間⑤については 10 万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、特例法に基づき標準賞

与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②については、平成 19 年分退職所得給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により確認できる厚生年金保険料控除額から 20

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②、③、④及び⑤の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6920 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については 22 万円、申立期間②については 60 万円、

申立期間③については 40 万円、申立期間④については 80 万円及び申立期

間⑤については 30 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 31 日 

② 平成 19 年９月 28 日 

③ 平成 20 年７月 25 日 

④ 平成 20 年９月 25 日 

⑤ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、申立期間①、③、④及び⑤については、株式会社Ａの

事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対する所得税源泉徴

収簿、賞与支給控除一覧表及び賞与支給明細書により、申立人は、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間に係る標準賞与額について、申立期間①につ



                      

  

いては 22 万円、申立期間③については 40 万円、申立期間④については

80 万円、申立期間⑤については 30 万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、特例法に基づき標準賞

与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②については、平成 19 年分退職所得給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により確認できる厚生年金保険料控除額から、60

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②、③、④及び⑤の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6921 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については 15 万円、申立期間②については 50 万円、

申立期間③については 35 万円、申立期間④については 50 万円及び申立期

間⑤については 30 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 31 日 

② 平成 19 年９月 28 日 

③ 平成 20 年７月 25 日 

④ 平成 20 年９月 25 日 

⑤ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、申立期間①、③、④及び⑤については、株式会社Ａの

事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対する所得税源泉徴

収簿、賞与支給控除一覧表及び賞与支給明細書により、申立人は、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間に係る標準賞与額について、申立期間①につ



                      

  

いては 15 万円、申立期間③については 35 万円、申立期間④については

50 万円、申立期間⑤については 30 万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、特例法に基づき標準賞

与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②については、平成 19 年分退職所得給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により確認できる厚生年金保険料控除額から、50

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②、③、④及び⑤の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6922 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については 20 万円、申立期間②については 30 万円、

申立期間③については 25 万円、申立期間④については 60 万円及び申立期

間⑤については 25 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 31 日 

② 平成 19 年９月 28 日 

③ 平成 20 年７月 25 日 

④ 平成 20 年９月 25 日 

⑤ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、申立期間①、③、④及び⑤については、株式会社Ａの

事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対する所得税源泉徴

収簿、賞与支給控除一覧表及び賞与支給明細書により、申立人は、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間に係る標準賞与額について、申立期間①につ



                      

  

いては 20 万円、申立期間③については 25 万円、申立期間④については

60 万円、申立期間⑤については 25 万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、特例法に基づき標準賞

与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②については、平成 19 年分退職所得給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により確認できる厚生年金保険料控除額から、30

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②、③、④及び⑤の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6923 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については 15 万円、申立期間②については 60 万円、

申立期間③については 35 万円、申立期間④については 60 万円及び申立期

間⑤については 30 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 31 日 

② 平成 19 年９月 28 日 

③ 平成 20 年７月 25 日 

④ 平成 20 年９月 25 日 

⑤ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、申立期間①、③、④及び⑤については、株式会社Ａの

事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対する所得税源泉徴

収簿、賞与支給控除一覧表及び賞与支給明細書により、申立人は、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間に係る標準賞与額について、申立期間①につ



                      

  

いては 15 万円、申立期間③については 35 万円、申立期間④については

60 万円、申立期間⑤については 30 万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、特例法に基づき標準賞

与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②については、平成 19 年分退職所得給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により確認できる厚生年金保険料控除額から、60

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②、③、④及び⑤の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については 15 万円、申立期間②については 45 万円、

申立期間③については 15 万円、申立期間④については 40 万円及び申立期

間⑤については 20 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 31 日 

② 平成 19 年９月 28 日 

③ 平成 20 年７月 25 日 

④ 平成 20 年９月 25 日 

⑤ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、申立期間①、③、④及び⑤については、株式会社Ａの

事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対する所得税源泉徴

収簿、賞与支給控除一覧表及び賞与支給明細書により、申立人は、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、申立期間に係る標準賞与額について、申立期間①及び



                      

  

③については 15 万円、申立期間④については 40 万円、申立期間⑤につい

ては 20 万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、特例法に基づき標準賞

与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②については、平成 19 年分退職所得給与所得に

対する所得税源泉徴収簿により確認できる厚生年金保険料控除額から、45

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②、③、④及び⑤の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は 15 万円、申立期間②については 35 万円及び申立期間③については 25

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 25 日 

② 平成 20 年９月 25 日 

③ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対す

る所得税源泉徴収簿及び賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に

おいて、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については 15 万円、申立期間②に

ついては 35 万円及び申立期間③については 25 万円とすることが妥当であ

る。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②及び③の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は 15 万円、申立期間②については 30 万円及び申立期間③については 22

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 25 日 

② 平成 20 年９月 25 日 

③ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対す

る所得税源泉徴収簿及び賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に

おいて、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については 15 万円、申立期間②に

ついては 30 万円及び申立期間③については 22 万円とすることが妥当であ

る。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②及び③の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6927 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は８万円、申立期間②については 20 万円及び申立期間③については 15 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 25 日 

② 平成 20 年９月 25 日 

③ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対す

る所得税源泉徴収簿及び賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間に

おいて、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については８万円、申立期間②につ

いては 20 万円及び申立期間③については 15 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



                      

  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②及び③の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6928 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は 10 万円、申立期間②については 35 万円及び申立期間③については 22

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 25 日 

② 平成 20 年９月 25 日 

③ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず被保険者記録から欠落している。申立期間につ

いて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る賞与支給控除一覧表及び

退職所得給与所得源泉徴収簿から、申立人は、申立期間において、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については 10 万円、申立期間②に

ついては 35 万円及び申立期間③については 22 万円とすることが妥当であ

る。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②及び③の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6929 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は１万円、申立期間②については 10 万円及び申立期間③については 24 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 25 日 

② 平成 20 年９月 25 日 

③ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず被保険者記録から欠落している。申立期間につ

いて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る賞与支給控除一覧表及び

退職所得給与所得源泉徴収簿から、申立人は、申立期間において、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については１万円、申立期間②につ

いては 10 万円及び申立期間③については 24 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



                      

  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②及び③の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6930 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は 20 万円、申立期間②については 30 万円及び申立期間③については 21

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 25 日 

② 平成 20 年９月 25 日 

③ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず被保険者記録から欠落している。申立期間につ

いて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る源泉徴収簿及び賞与支給

控除一覧表から、申立人は、申立期間において、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については 20 万円、申立期間②に

ついては 30 万円及び申立期間③については 21 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ



                      

  

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②及び③の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6931 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①及び②に

ついては 20 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年９月 25 日 

② 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る賞与支給控除一覧表及び

退職所得給与所得源泉徴収簿から、申立人は、申立期間において、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①及び②については 20 万円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ



                      

  

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①及

び②の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6932 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は 30 万円、申立期間②については 25 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚 

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年９月 25 日 

② 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず被保険者記録から欠落している。両申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る賞与支給控除一覧表及び

退職所得給与所得源泉徴収簿から、申立人は、申立期間において、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については 30 万円、申立期間②に

ついては 25 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ



                      

  

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①及

び②の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6933 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①について

は 10 万円及び申立期間②については 20 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 20 年７月 25 日 

② 平成 20 年９月 25 日 

  株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主が提出した申立期間に係る賞与支給控除一覧表及び

退職所得給与所得源泉徴収簿から、申立人は、申立期間において、当該賞

与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記資料で確認できる厚

生年金保険料控除額から、申立期間①については 10 万円、申立期間②に

ついては 20 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ



                      

  

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①及

び②の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6934 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については 15 万円、申立期間②については 35 万円、

申立期間③については 25 万円、申立期間④については 60 万円及び申立期

間⑤については 20 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 31 日 

② 平成 19 年９月 28 日 

③ 平成 20 年７月 25 日 

④ 平成 20 年９月 25 日 

⑤ 平成 21 年７月 24 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず被保険者記録から欠落している。申立期間につ

いて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、申立期間①、③、④及び⑤については、株式会社Ａの

事業主が提出した申立期間に係る退職所得給与所得に対する所得税源泉

徴収簿、賞与支給控除一覧表及び賞与支給明細書により、申立人は、当

該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間に係る標準賞与額について、申立期



                      

  

間①については 15 万円、申立期間③については 25 万円、申立期間④に

ついては 60 万円及び申立期間⑤については 20 万円とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金特例法に基

き標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であ

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定すること

なる。 

  したがって、申立期間②については、平成 19 年分退職所得給与所得

対する所得税源泉帳簿により確認できる厚生年金保険料控除額から、35

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②、③、④及び⑤の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

づ

付

険

る

と

      に



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6935 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を申立期間①については 20 万円、申立期間②については５万円

及び申立期間③については 10 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年９月 28 日 

② 平成 20 年７月 25 日 

③ 平成 20 年９月 25 日 

   株式会社Ａで支払われた申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除さ

れているにもかかわらず、被保険者記録から欠落している。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額について、申立期間①について

は、株式会社Ａの事業主が提出した平成 19 年分退職所得給与所得に対す

る所得税源泉帳簿により確認できる厚生年金保険料控除額から、20 万円



                      

  

とすることが妥当である。 

また、申立期間②については、当該事業主が提出した賞与支給控除一覧

表により、申立人は申立期間において、当該賞与に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、５万円

とすることが妥当である。 

一方、申立期間③については､厚生年金保険料の控除が確認できる資料

は無いが、事業主は、厚生年金保険の被保険者となっている従業員につい

ては同様に保険料を控除したと回答している上、当該事業所が加入するＢ

組合が提出した平成 20 年９月 25 日支給に係る健康保険賞与支払届による

と、申立人の賞与額は 10 万円と記載されていることが確認できる上、当

該申立期間に係る同僚の賞与支給額及び保険料控除額に基づく標準賞与額

は、事業主が提出した上記資料の内容と一致していることから、当該期間

の標準賞与額については 10 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続が漏れたとして平成 23 年 10 月３日に届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間①、

②及び③の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4895 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から同年９月まで 

  私は、昭和 60 年３月に会社を退職した際、Ａ区役所で国民年金の加

入手続を行い、国民年金保険料は、自宅に届いた納付書で毎月納付して

いたと思う。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。

  

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 60 年３月に会社を退職した際、Ａ区役所で国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料は、自宅に届いた納付書で毎月納付して

いたと思うとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番

号前後の被保険者の資格取得時期から、平成７年６月頃に払い出されたと

推認され、その時点では、申立期間は時効により保険料を納付することが

できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により

調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない。 

 また、申立期間は、厚生年金保険の加入期間の間の期間であるところ、

オンライン記録によると、当該期間は、申立人の国民年金手帳記号番号の

払出時期に相当する平成７年６月 28 日に行われた統合に伴って未納とさ

れており、それ以前は国民年金の未加入期間であったと推認され、制度上、

国民年金保険料を納付することができない期間である。 

 さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  

  



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4897 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から平成 10 年 11 月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生

住    所 ： 

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から平成 10 年 11 月まで 

  私は、年を取ったら「年金」として戻ってくるのだと言われて、国民

年金保険料を納付していたのに、現在、年金を受け取っていない。申立

期間を保険料納付済期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続は申立人自身が行ったとしているが、そ

の加入手続の時期についての記憶が無く、年金手帳は１冊受け取ったとし

ているものの、受け取った時期及び所持していた期間については不明とし

ており、年金手帳の大きさや色については記憶に無いとしていることから、

申立人の国民年金の加入状況については不明である。 

 また、申立人は、国民年金保険料の納付方法については、婚姻（昭和

39 年１月）前は、申立人又はその実母が集金人に納付し、婚姻していた

期間は、申立人又はその義父母が集金人に納付し、離婚（昭和 61 年４

月）後は、実家に戻りその実母が保険料を納付した、また、申立期間に係

る保険料額については 100 円単位であったと思うとしている。しかしなが

ら、申立人は、これらの申述以外に具体的な記憶が無く、その実母及び義

父母は既に他界していることから、申立人の保険料の納付状況が不明であ

る。 

 さらに、申立人の基礎年金番号は付番されていないことから、申立期間

は国民年金の未加入期間と推認され、制度上、国民年金保険料を納付する

ことはできない期間であり、当委員会において、Ａ市に係る「国民年金手

  

  



 

  

帳記号番号払出簿」（紙台帳）の閲覧（最初の記号番号から昭和 36 年 12

月までに払い出された記号番号まで）及びオンラインの氏名検索等により

調査したが、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当た

らない。 

 加えて、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間の一部にお

いて記録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考え

られる。 

 そのほか、申立期間は 452 か月と長期間であり、行政機関において、長

期間にわたり国民年金の記録管理に誤りが続いたとは考え難い上、申立期

間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

  

  

  



 

  

埼玉国民年金 事案 4898 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年８月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年８月から 54 年３月まで 

申立期間について、私は 20 歳の頃（昭和 49 年＊月頃）は収入が少な

く国民年金保険料を納付できなかったが、昭和 54 年４月にＡ区役所で

国民年金の加入手続を行った。その際に、同区役所の女性職員から 20

歳の頃まで遡って保険料を納付することができることを聞き、払込用紙

を送ってもらった。当時は一度に保険料を納めることができなかったの

で、その年の分の保険料と合わせて、生活に支障の無い範囲内で 20 歳

までの保険料を１年か１年半の間で少しずつ納付した。その保険料額に

ついては具体的に覚えていない。当該期間の国民年金保険料が未納とな

っていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、20 歳からの国民年金保険料を納付して

おらず、昭和 54 年４月にＡ区役所で国民年金の加入手続を行い、20 歳ま

での保険料を当年度の保険料と合わせて１年か１年半の間で少しずつ納付

したとしている。しかしながら、申立人は 20 歳まで遡って納付した保険

料額を覚えていないとしており、保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から、昭和 55 年３月頃に払い出されていると推認され、そ

の時点では第３回特例納付の実施時期であるところ、特例納付に必要な国

民年金保険料額は 16 万 4,000 円であり、第３回特例納付期間が終了する

同年６月までの３か月間に保険料を納付する必要があるが、申立人は「３

か月の短い期間に一括で保険料を納付していない。」と申述しており、保

険料の納付状況が不明である。 



 

  

さらに、申立人の所持する領収証書によれば、申立期間直後の昭和 54

年度の国民年金保険料３万 9,600 円及び 55 年４月から同年６月までの保

険料の合計５万 910 円を 55 年 11 月 29 日に納付し、同年７月から同年９

月までの保険料１万 1,310 円を同年８月１日に納付、同年 10 月から同年

12 月までの保険料１万 1,310 円を 56 年３月 24 日に納付していることが

確認でき、申立人は、これらの保険料額と混同している可能性も否定でき

ない。 

加えて、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとおり昭和 55 年３

月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間のうち 49 年８

月から 52 年 12 月までは時効により国民年金保険料を納付することができ

ず、53 年１月から 54 年３月までは遡って保険料を納付することができる

期間であるが、申立人は 20 歳までの期間の保険料を遡及して納付したと

の申述に変更が無く、上記納付状況からは当該期間の保険料を納付したこ

とは推認できない上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調

査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当

たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4899 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年 12 月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年 12 月から平成元年３月まで 

申立期間について、私は学生であったが、私の父は国民年金保険料の

納付に理解があり、私の国民年金保険料だけでなく、家族の保険料も近

所の集金人に納付していた。当該期間の国民年金保険料が未納となって

いることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は学生であったが、その父が近所の集金人に

申立人と家族の国民年金保険料を納付したとしている。しかしながら、申

立人の保険料を納付したとするその父は、申立人の国民年金の加入手続及

び保険料の納付に関する記憶が曖昧であり、申立人は保険料納付に関与し

ていないため保険料の納付状況が不明である。 

 また、申立人が所持する年金手帳には、初めて被保険者となった日が

「平成３年３月 30 日」と記載されており、オンライン記録と一致してい

ることから、申立期間は未加入期間と推認され、制度上、国民年金保険料

を納付することができない期間である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、平成３年４月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間のうち昭和 59 年 12 月から 63 年 12 月までは時効によ

り国民年金保険料を納付することができない期間である上、当委員会にお

いてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

 加えて、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

  

  



 

  

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4900 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年３月から７年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年３月から７年４月まで 

申立期間について、私は、結婚（平成７年１月）する前の期間の国民

年金保険料は未納であった。結婚後Ａ市役所（現在は、Ｂ市Ｃ区役所）

から未納分の保険料請求書がまとめて送られてきたので、妻と妻の両親

と一緒にＡ市役所に行き、同市役所で保険料を全額納付した。金額は

30 万円ほどであり妻の預金から用立ててもらった。申立期間の国民年

金保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、結婚前の未納期間の請求書がＡ市役所か

ら送られてきたので、その妻とその妻の両親と一緒にＡ市役所で国民年金

保険料の 30 万円ほどをその妻の預金から用立ててもらい納付したとして

いる。 

しかしながら、申立人の基礎年金年番号は平成９年５月 21 日に付番さ

れ、その時点では申立期間のうち元年３月から７年３月までは時効により

国民年金保険料を納付することができず、同年４月は遡って保険料を納付

することができる期間となるが、申立人のオンライン記録には、申立人が

９年６月 20 日に初めて保険料を納付した記載があることから、当該納付

の時点では、当該期間は時効により保険料を納付することができない期間

である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の基礎年金番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、上記の申立人のオンラインの納付記録では、平成９年４月から同

年６月までの３か月分の国民年金保険料３万 8,400 円及び７年５月から８

年３月までの保険料 12 万 8,700 円の合計 16 万 7,100 円を９年６月 20 日



 

  

に納付している上、その妻も申立人と同じく、９年５月 21 日に基礎年金

番号を付番され、同時期に８年３月から９年３月までの保険料 15 万

9,300 円及び同年４月から同年６月までの保険料３万 8,400 円の合計 19

万 7,700 円を納付し、夫婦の保険料額の合計は 36 万 4,800 円となり、申

立期間の保険料納付額の 30 万円ほどと近似しており、上記の保険料納付

のことと混同している可能性も否定できない。 

さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式文

字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、平成

９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記録漏

れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6915 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年 12 月 24 日から 61 年１月 30 日まで 

  Ａ株式会社における申立期間の給料は固定給で 30 万円だったが、日

本年金機構の記録によると、同社における当該期間に係る厚生年金保険

の標準報酬月額は６万 4,000 円から９万 8,000 円になっている。 

この給与では家賃の支払いを含め生活できない。社会保険事務所（当

時）が間違ってデータを入力したと考えられるので調査をしてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の給料は固定給で 30 万円だったので、標準報酬月

額はもっと高いはずであり、社会保険事務所の入力誤りと考えられると主

張しているが、Ａ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば

申立人は、昭和 59 年 12 月 24 日に被保険者資格を取得し、61 年１月 30

日に被保険者資格を喪失しているところ、資格取得時の標準報酬月額は６

万 4,000 円、60 年８月の随時改定の標準報酬月額は９万 8,000 円と記録

されており、当該記録に訂正等の形跡はうかがわれない上、社会保険事務

所が複数の届出についていずれも入力を誤るとは考え難い。 

 また、当該事業主は、厚生年金保険料の控除額が分かる賃金台帳等の資

料を保存していないことから、申立期間の保険料控除額については不明と

しているが、給与計算及び社会保険事務の手続は申立人が行っていたと回

答しているところ、申立人も、給与計算及び社会保険事務の手続を担当し

ており、昭和 59 年 12 月 24 日の健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

届及び 60 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届の手続

は自分が行ったと供述している。 

、

  



  

   さらに、当該事業所が委託している会計事務所も、当該事業所に係る当

時の資料は保存期間経過のため無いと回答している上、申立期間当時、申

立人が居住していたＢ区及びＣ区も、当時の課税資料等は保存期間経過の

ため無いと回答している。 

加えて、申立人が申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認

できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

 

 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6916（事案 435 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年５月１日から 51 年７月 20 日まで 

年金記録を確認したところ、有限会社Ａに勤務していた昭和 46 年５

月１日から 51 年７月 20 日までの期間について、厚生年金保険被保険者

記録が無かった。今回は新たに同社に勤務していたことを裏付ける同僚

の証言や写真等を提出するので、調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、有限会社Ａが昭和50年11月30日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなっていること、同社の社会保険手続や

給与計算等を行っていたとされる事業主の所在が不明であり、申立てに係

る事実を確認できないこと、及び申立てに係る事実を確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらないことなどを理由に、既に当委員会の決定に基

づき、平成 20 年 12 月 22 日付け年金記録の訂正は必要ではないとする通

知が行われている。 

今回、申立人は、同僚の証言や写真等を提出し、自身が有限会社Ａに勤

務していたことを裏付ける資料であるとして再申立てをしているところ、

申立人が名前を記憶している同僚及び有限会社Ａにおいて厚生年金保険被

保険者記録が確認できる同僚 40 人のうち、所在が確認できた 30 人に照会

したところ、22 人から回答があり、15 人は、申立人が申立期間の一部に

おいて、同社に勤務していたと供述していることから、申立人が同社に勤

務していたことが推認できる。 

一方、申立期間のうち、昭和 50 年 12 月から 51 年７月 20 日までの期間

については、申立人は、「自分は有限会社Ａが倒産する前に退社した。」

と申述しているが、有限会社Ａの倒産時期について回答があった同僚 10



  

人は、いずれも同社は 50 年 12 月に倒産した旨の回答をしていることから、

当該期間における同社の営業実態及び申立人の勤務実態が確認できない。 

また、申立人が有限会社Ａに勤務していたと供述している前述の同僚

15 人からは、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたとの供述は得られない。 

さらに、有限会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は無く、整理番号は連番となっており、欠番は無

い。 

なお、オンライン記録によると、申立人が記憶する同僚のうち、二人に

ついては、有限会社Ａに勤務していたとする期間に厚生年金保険被保険者

記録は無く、国民年金に加入していることが確認できる。 

このほか、申立期間について委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6917 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年 10 月１日から平成９年 10 月１日まで 

国の記録では、株式会社Ａに係る申立期間の標準報酬月額が、私の

知らないところで減額処理されていることに納得がいかない。 

第三者委員会で調査の上、当該期間に係る標準報酬月額の記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、昭和

60 年 10 月から平成元年 11 月までは 47 万円（上限額）から６万 8,000 円、

同年 12 月から６年 10 月までは 53 万円（上限額）から８万円、同年 11 月

から９年９月までは 59 万円（上限額）から９万 2,000 円に、それぞれ９

年９月４日付けで、遡って減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、閉鎖登記簿謄本により、申立人は、株式会社Ａの代表取

締役であることが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険料の滞納はあった。」と回答していること

に加え、株式会社Ａに係る厚生保険特別会計債権消滅不納欠損決議書によ

り、合計 1,705 万 4,661 円の不納欠損額が生じていることが確認できる

（不納欠損年月日：平成 15 年 12 月３日）。 

さらに、申立人は、「社会保険事務所（当時）の職員から、遡及訂正手

続について自分に助言はあったが、社会保険事務所が勝手にやったことで

ある。」と申述しているところ、滞納処分票により、申立人及び経理担当

者に対し、社会保険事務所から再三にわたり、面談による社会保険料の督

促が行われていることが確認できることを踏まえると、社会保険事務所が、

事業主であった申立人に何らの同意も得ずに、又は申立人の一切の関与も



  

無しに、無断で当該処理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役は、会社の業務としてなされた行為については責任を負

うべきであり、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無効を主張する

ことは信義則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準

報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6918（事案 4399 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年 10 月頃から 39 年 12 月頃まで 

前回、申立期間の一部（昭和 35 年８月１日から 37 年３月１日まで）

について、記録の訂正は必要無いとの通知を受けたが、申立期間に勘違

いがあったことも含め、前回の判断には到底納得がいかないので再度申

立てをする。その理由は、以下のとおりである。 

（１） 申立期間当時、私と兄は同じく有限会社Ａに勤務していたが、

兄の被保険者記録は存在するものの、申立期間に係る私の記録は

無い。なぜ、無いかについては、次のように考える。ⅰ）私も兄

も名前が漢字一文字であり、また、私の名前は男性に間違われや

すい。ⅱ）兄の被保険者記録には私の生年月日が書かれていると

のことである。 

以上のことから、オンライン化するときに、私の記録と兄の記

録が混同されて、私の記録のみが抹消されたのではないかと思

う。 

（２） 私が申立事業所に入社して以来、社会保険事務手続は私が行っ

ていた。手続をした同僚だけでも 14 人いる。当然私の手続も私

自身が行った。約４年間も健康保険に加入しないでいるとは到底

考えられない。 

以上から、再度第三者委員会で調査の上、私に係る厚生年金保

険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 35 年８月１日から 37 年３月１日までについては

有限会社Ａ（以下「申立事業所」という。）において、勤務実態は推認で

、



  

きるものの、ⅰ）当時の事業主は既に他界しており、当時の勤務実態及び

厚生年金保険の加入状況等について確認することができないこと、ⅱ）当

時の同僚及びオンライン記録から、申立期間当時、申立事業所は従業員の

全員について厚生年金保険に加入させていたわけではないことがうかがえ

ること、ⅲ）健康保険厚生年金保険被保険者名簿からは、申立人の氏名は

確認できず、健康保険証番号に欠番も無いこと、ⅳ）申立期間に係る厚生

年金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い

こと等を理由として、平成 22 年 10 月 20 日付け年金記録の訂正は必要で

はないとする通知が行われている。 

今回申立人は、昭和 61 年頃から実施されたオンライン化により、申立

人と申立人の兄（以下「兄」という。）に係る厚生年金保険被保険者記録

が混同され、申立人の記録のみが抹消されたために、申立人の記録が無い

と主張しているが、申立事業所に係る兄の雇用保険の記録と厚生年金保険

の加入記録とは合致していることが確認できる上、厚生年金保険被保険者

手帳記号番号払出簿（以下「払出簿」という。）により、申立事業所に係

る兄の厚生年金保険被保険者手帳記号番号は、36 年８月１日に、ほかの

同僚二人と連番で払い出されていることが確認できる。 

また、オンライン記録により、兄の生年月日は、大正 12 年＊月＊日で

あることが確認できるところ、申立事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）及び払出簿において、兄の

生年月日は当初、申立人の生年月日である昭和 13 年＊月＊日と元号（昭

和と大正）が異なる「大正 13 年＊月＊日」と誤って記載されていること

が確認できるが、同払出簿の備考欄の記載により、兄の生年月日は、オン

ライン化が実施されるより約 16 年も前の昭和 45 年９月 10 日付けで「大

正 12 年＊月＊日」と正しく訂正されていることが確認できる。 

なお、仮にオンライン化する際に、申立人の主張するとおり申立人と兄

の記録が混同されたり、申立人の記録が抹消されたとすれば、オンライン

化に伴ってデータを打ち込むための基礎となる記録である被保険者名簿に

は申立人の氏名が存在しなければならないこととなるが、前回にも通知し

たとおり、当該被保険者名簿からは、申立人の氏名は確認できない上、健

康保険証番号にも欠番は無いことから、オンライン化の際に記録が混同さ

れたり抹消されたりしたとは言い難い。 

さらに、申立人は、申立事業所において当時の同僚 14 人の氏名を挙げ

て、申立人自身のほか、当該 14 人の社会保険事務手続を自らが行ったと

主張しており、被保険者名簿により、当該 14 人全員の加入記録が確認で

きるところ、申立期間において、申立人又は事業主から申立人に係る被保

険者資格取得、喪失届及び健康保険厚生年金保険標準報酬月額算定基礎届

等の関連書類を社会保険事務所（当時）に提出する機会が複数回あったに



  

もかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所が申立人の記録の

みを記録していないとは、通常の処理では考え難い。 

加えて、申立人は、申立人の名前が男性に間違われやすいと主張してい

るが、申立人が申立事業所において昭和 45 年１月 10 日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得した厚生年金保険被保険者手帳記号番号は、申立期間

より前の 34 年 10 月 28 日付けで、有限会社Ｂにより払い出された番号で

あるところ、有限会社Ｂに係る払出簿には、申立人氏名は「Ｃ」、性別は

「女」に○印が記されていることが確認できることに加え、当該氏名は、

申立人から提出のあった厚生年金保険被保険者証の氏名「Ｃ」と一致して

いることが確認できる。 

なお、申立人は、「独身のときは、社会保険の届出書関係は『Ｄ』とし

ていたかもしれない。」と述べているところ、有限会社Ａに係る被保険者

名簿（昭和 45 年１月 10 日取得）には、婚姻後であるにもかかわらず、

「Ｅ」と記載されており、上記払出簿の氏名は、昭和 56 年１月 10 日付け

で「Ｃ」から「Ｆ」に訂正されていることが確認できることを踏まえると

申立期間に係る社会保険の届出書類において、申立人の名前が、男性に間

違われていたとは言い難い。 

このほかに、申立期間について、同僚の証言等により、勤務の実態は推

認できるものの、申立人の申立期間に係る記録について、訂正処理がなさ

れるなどの不自然な点は確認できないほか、当初の委員会の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者

として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

、

 




